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 この報告書は、気象庁が作成しました。 
 
この報告書に掲載されている資料は、速報として急ぎとりまとめたものです。後日、内容の一

部訂正、追加等をすることがあります。最終的な震度の情報に関しては、地震・火山月報（防災

編）、震源要素の情報に関しては、地震・火山月報（カタログ編）あるいは地震年報をご覧くださ

い。 
 
この報告書で用いた震源データは、気象庁・文部科学省が協力してデータを処理した結果です。この処理には独
立行政法人防災科学技術研究所、北海道大学、弘前大学、東北大学、東京大学、名古屋大学、京都大学、高知大
学、九州大学、鹿児島大学、気象庁、独立行政法人産業技術総合研究所、国土地理院、青森県、東京都、静岡県、
神奈川県温泉地学研究所、横浜市及び独立行政法人海洋研究開発機構による地震観測データを利用しています。
また、東北大学の臨時観測点（夏油、岩入、鶯沢、石淵ダム）、IRIS の観測点（台北、玉峰、寧安橋、玉里、台
東）のデータを利用しています。このほか、平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震大学合同観測グループ
の臨時観測点（大和、滝沢村青少年交流の家、栗原瀬峰、一関花泉、宮古茂市、金崋山臨時）のデータを利用し
ています。 
この報告書で用いた震度データは、地方公共団体、独立行政法人防災科学技術研究所及び気象庁の震度計の観

測データです。 
本書中の地図の作成にあたっては、国土地理院の承認を得て、同院発行の『数値地図 25000（行政界・海岸線）』、

『数値地図 25000（地図画像）』、『数値地図 50000（地図画像）』を使用したものです（承認番号：平 20 業使、第
385号）。 
図版作成には一部 GMT(Generic Mapping Tool[Wessel,P., and W.H.F.Smith, New, improved version of Generic 

Mapping Tools released, EOS Trans. Amer. Geophys. U., vol.79 (47), pp.579, 1998]) を使用しています。 


